
設備投資につかえる助成金とは？ 

厚労省の主な助成金まとめ 

 

※記事内容は、記事更新日時点の情報です。最新の情報は、必ず省庁や自治体の公式 HP をご確認

ください。 

 

助成金の活用は、設備投資を検討する企業にとって、費用負担を軽減する有効な手段のひとつです。 

 

なかでも厚生労働省が提供する助成金には、生産性の向上や職場環境の改善を目的とした制度が多

数あります。 

 

この記事では、厚労省の助成金の中から設備投資に関連する主な制度をピックアップし、それぞれの概要

や活用ポイントを紹介しますので、ぜひ参考にしてください。 

 

 

1. 業務改善助成金 

業務改善助成金とは、事業場内で最も低い労働者の賃金（事業場内最低賃金）を一定以上引き上

げ、生産性向上に資する設備投資等を行う中小企業事業主に対して支給する助成金です。 

 

最低賃金に近い状況で働く従業員の賃金を 30円以上引き上げる中小企業や小規模事業者が、生産

性向上につながる設備投資を行う際のサポートを行います。 

 

機械設備や IT ツールの導入といった設備投資の費用の一部を国が支給することで、賃上げと経営改善

の両立を支援します。 

 

出典：厚生労働省 業務改善助成金 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html#h2_free3


対象経費 

業務改善助成金の対象経費としては、賃金引き上げに直結する業務効率化や生産性向上のための、

以下のような費用が対象です。 

 

費用項目 具体例 

設備投資費用 ● 在庫管理を短縮するために POS レジシステムを導入する費

用 

● 送迎時間を短縮するためにリフト付き特殊車両を導入する

費用 

経営コンサルティング費用 ● 顧客回転率を高める目的で、業務フローの見直しを専門家

に依頼する際の費用 

その他の費用 ● 配膳時間の短縮のため店舗改装を行う際の費用 

 

助成率 

業務改善助成金の助成率は、引き上げ前の事業場内最低賃金によって、以下のようになっています。 

 

引き上げ前の事業場内最低賃金 助成率 

1,000円未満 4/5 

1,000円以上 3/4 

 

助成額 

業務改善助成金の助成額は、事業所内最低賃金の引き上げ額と、引き上げ対象の労働者数により以

下のように異なります。 



 

出典：厚生労働省 業務改善助成金 

 

特定事業者について 

業務改善助成金では、以下ア・イのいずれかに該当する事業者を「特例事業者」として、助成上限額の

拡大・助成対象経費の拡大を行っています。 

※助成対象経費の拡大は、イに該当する場合のみ 

 

ア．賃金要件 

事業場内最低賃金が 1,000円未満の事業場に係る申請を行う事業者 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html


→ 助成上限額の拡大（上図の助成上限額の区分 10人以上に引上げ） 

 

イ．物価高騰等要件 

原材料費の高騰など社会的・経済的慣行の変化等の外的要因により、申請前 3か月間のうち任意の

1月の利益率が、前年同期に比べて 3％ポイント以上低下している事業者 

 

※「％ポイント（パーセントポイント）」とは、パーセントで表された２つの数値の差を表す単位です。 

 

→ 助成上限額の拡大（助成上限額の区分 10人以上）のほか、助成対象経費の拡大 

参照：厚生労働省 業務改善助成金 

 

2. 働き方改革推進支援助成金 

働き方改革推進支援助成金とは、労務管理用機器等の導入等を実施し、改善の成果を上げた 事業

主に対して、その経費の一部を助成する制度です。企業の生産性向上と従業員の職場環境改善を同

時に支援することを目的としています。 

 

中小企業・小規模事業者が、長時間労働の是正や年次有給休暇の取得促進、多様な働き方の導入

といった「働き方改革」に向けた取り組みを行う際、その実施に必要な設備投資や外部専門家の活用、

労務管理体制の整備などにかかる費用の一部を国が助成します。 

 

働き方改革推進支援助成金には以下の 4 つのコースがあり、企業の課題に合わせて選ぶことができます。 

 

● 業務別課題対応コース 

● 労働時間短縮・年休促進支援コース 

● 勤務間インターバル導入コース 

● 団体推進コース 

 

対象経費 

働き方改革推進支援助成金の対象経費には、以下のような取り組みにかかる費用が含まれます。 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html


● 労務管理担当者に対する研修 

● 労働者に対する研修、周知・啓発 

● 外部専門家（社会保険労務士、中小企業診断士など） によるコンサルティング 

● 就業規則・労使協定等の作成・変更 

● 人材確保に向けた取組 

● 労務管理用ソフトウェアの導入・更新 

● 労務管理用機器の導入・更新 

● デジタル式運行記録計（デジタコ）の導入・更新 

● 労働能率の増進に資する設備・機器等の導入・更新 

 

対象となる費用はコースによって異なり、事前の計画提出・認定が必要です。 

具体的な取り組み内容に応じて経費の範囲が定まるため、事前に制度概要や募集要項をしっかり確認し

てください。 

助成率 

働き方改革推進支援助成金の助成率は、原則として対象経費の 3/4 です。 

ただし、常時使用する労働者数が 30人以下かつ、特定の取り組みを実施する場合で、その所要額が

30万円を超える場合の補助率は 4/5 となります。また、団体推進コースは定額となる点も理解しておき

ましょう。 

助成額 

働き方改革推進支援助成金の助成額は、コースや成果目標、業種によって以下のようになっています。 

 



出典：厚生労働省 令和 7年度 予算概算要求の主要事項 

掲載ページ：厚生労働省 令和 7年度厚生労働省所管予算案関係 

 

例えば、労働時間短縮・年休促進支援コースにおいて 36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減

を行った場合、最大 150万円を助成します。 

 

参照：厚生労働省 働き方改革推進支援助成金 

3. 高度安全機械等導入支援補助金 

高度安全機械等導入支援補助金とは、安全機能を有する車両系建設機械等を導入する中小企業に

対して、必要となる費用の一部を助成する制度です。 

 

建設現場での労働災害を減少させるため、安全な作業環境の整備促進を目的としています。 

 

対象となるのは、建設業の許可を有する次の企業です。詳しい条件は以下のようになっています。 

 

 

出典：建設業労働災害防止協会 高度安全機械等導入支援補助金事業のご案内 

 

対象経費 

補助対象経費は、建設業労働災害防止協会（建災防）が指定する、高度な安全性能を有する建設

機械や安全装置の購入費用です。 

 

これには、機械本体の購入費用や既存機械への安全装置の後付けにかかる費用を含みます。 

補助対象となる機械は以下の 4種類で、建災防のホームページ内の一覧に掲載している機械のみです。 

 

https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/25syokan/dl/01-02.pdf
https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/25syokanyosan/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/jikan/index.html#h2_free3
https://www.kensaibou.or.jp/support/subsidy/index.html


● 積載型トラッククレーン 

● 油圧ショベル 

● ホイールローダー 

● 締固め用機械 

 

参照：建設業労働災害防止協会 高度安全機械等導入支援補助金事業のご案内 

助成率 

高度安全機械等導入支援補助金の助成率は、補助対象とな安全装置 1機当たりの金額の 1/2で

す。 

助成額 

高度安全機械等導入支援補助金の助成上限額は、申請する建設機械の種類によって異なり、以下の

ようになっています。 

 

建設機械の種類 条件 助成上限額 

積載形トラッククレーン  100万円 

油圧ショベル 

ホイールローダー 

締固め用機械 

安全装置が自動減速・停止機能を伴うもの 100万円 

安全装置が監視・警告機能を伴うもの 50万円 

参照：建設業労働災害防止協会 高度安全機械等導入支援補助金事業のご案内 

 

4. エイジフレンドリー補助金 

エイジフレンドリー補助金とは、中小企業が高年齢労働者の労働災害防止のために職場環境を改善する

場合に、その経費の一部を補助する制度です。 

 

エイジフレンドリー補助金の活用による設備導入の例として、以下の例が挙げられます。 

● 運送業におけるトラックの荷台からの転落を防ぐため、昇降をサポートするリヤステップやサイドステッ

プ、手すり付き荷台用ステップなどの導入 

● 運送業における荷捌き作業による腰への負担軽減のためのハンドパレットトラックの導入 

https://www.kensaibou.or.jp/support/subsidy/index.html
https://www.kensaibou.or.jp/support/subsidy/index.html


● 製造業における工場内の空調設備設置 

● 介護業における自動浴槽やリフトの導入 

 

令和 7年度から既存のコース名を変更したほか、中小企業事業者が専門家を活用して効果的な対策を

講じられるようにする観点で「エイジフレンドリー総合対策コース」を新設し、以下 4 つのコースとなります。 

 

● エイジフレンドリー総合対策コース 

● 転倒防止や腰痛予防のためのスポーツ・運動指導コース 

● 職場環境改善コース 

● コラボヘルスコース 

 

参照：厚生労働省 千葉労働局 エイジフレンドリー補助金活用好事例 

掲載ページ：厚生労働省 千葉労働局 エイジフレンドリーガイドライン 

対象経費 

エイジフレンドリー補助金の対象経費はコースによって異なり、以下のようになっています。 

 

コース 対象経費 

エイジフレンドリー総合対策コース 

 

● 専門家によるリスクアセスメントに要した経費 

● リスクアセスメント結果を踏まえた、優先順位の高

い対策に要した経費 

転倒防止や腰痛予防のためのスポーツ・

運動指導コース 

 

● 専門家による運動プログラムに基づいた身体機

能のチェック、運動指導等に要した経費 

職場環境改善コース 

 

● 高年齢労働者にとって危険な場所や負担の大き

い作業を解消する取り組みに要した経費 

コラボヘルスコース 

 

● 労働者の健康保持増進のための取り組みに要し

た経費 

 

https://jsite.mhlw.go.jp/chiba-roudoukyoku/content/contents/Agefriendly_hozyokin_no_zirei2.pdf
https://jsite.mhlw.go.jp/chiba-roudoukyoku/roudoukyoku/gyoumu_naiyou/kijun/koureika-rousaibousi_agefriendly_00001.html


助成率・助成額 

エイジフレンドリー補助金のコースごとの助成率と助成額は、次のとおりです。 

 

コース 助成率 助成上限額 

エイジフレンドリー総合対策コース 4/5 100万円 

転倒防止や腰痛予防のためのスポーツ・運動指導コース 3/4 100万円 

職場環境改善コース 1/2 100万円 

コラボヘルスコース 3/4 30万円 

参照：厚生労働省 令和 7年度 予算概算要求の主要事項 

掲載ページ：厚生労働省 令和 7年度厚生労働省所管予算案関係 

 

まとめ 

この記事では、厚労省の助成金の中から設備投資に関連する主な制度をピックアップし、各制度の概要

や活用ポイントを紹介しました。 

 

生産性の向上や労働環境の整備は、企業の長期的な成長戦略においても重要なテーマのひとつです。 

 

今回ご紹介した助成金は、いずれも生産性の向上や労働環境の整備につながる設備投資に活用できま

す。 

 

それぞれの制度概要や対象経費などを的確に把握し、自社の課題や方針に合った助成金を選定してくだ

さい。 

 

令和 7年 4月 23日 作成：株式会社 Stayway 

https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/25syokan/dl/01-02.pdf
https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/25syokanyosan/index.html

